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町会・自治会
に加入しましょう！

江東区には現在約280の町会・自治会があり、住民の皆さんにとって、身近で頼れる存在となっています。
ぜひ、町会・自治会に加入して地域の活動に参加してみましょう。加入を希望する方は、区ホームページ

（右記二次元コード）からお問い合わせください問▢地域振興課地域振興係☎3647-4962、℻3647-8441
◀ 区ホーム

ページ
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※ 施設の開始時刻および終了時刻によ
り変則勤務の場合があります。

（3）介護休暇の取得状況（令和4年4月1日から令和5年3月31日）
　介護休暇は、配偶者、父母、子、配偶者の父母その他区規則で定め
る者で負傷、疾病または老齢により日常生活を営むことに支障がある
ものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場
合に6月を限度として与えられる休暇です。

（4）育児休業等の取得状況（令和4年4月1日から令和5年3月31日）
　育児休業、部分休業および育児短時間勤務制度は、子を養育する職員が勤務を継続しながら育児を行うこ
とを容易にし、職業生活と家庭生活の調和を図ることで職員の福祉を増進するとともに、行政の円滑な運営
に資することを目的とした休業です。育児休業は子が3歳に達する日まで、部分休業および育児短時間勤務制
度は小学校就学の始期に達するまで与えられます。

令和4年度中に新たに育児休業が取得可能とな
った職員 育児短時

間勤務取
得者数育児休業

取得者数
うち両
休業取
得者数

部分休業
取得者数 対象者数 うち育児休

業取得者数
うち部分休
業取得者数うち両休業

取得者数
4年度に新規取得した
職員数 95人 0人 34人 112人 87人 0人 1人 0人
3年度から引き続く者 79人 5人 51人 0人

5　職員の服務、分限および懲戒処分の状況
（1）分限処分の状況（令和4年4月1日から令和5年3月31日）
　分限とは、職員が一定の事由によってその職務を十分に果たす
ことができない場合、または、予算・定数・職制に比べて職員数
が過大になった場合に、本人の意に反する不利益な身分上の変動
をもたらす処分であり、公務能率の維持と向上を図ることを目的
としています。

（2）懲戒処分の状況（令和4年4月1日から令和5年3月31日）
　懲戒とは、職員に法令違反などの一定の義務違反があった場合
になされる処分であり、地方公共団体における規律と公務遂行の
秩序を維持することを目的としています。

8　公務災害・通勤災害の状況
（令和4年4月1日から令和5年3月31日）

5面つづき　人事行政の運営状況（概要）

（2）年次有給休暇の取得状況
　年次有給休暇は職員の疲労を
回復させ、労働力の維持培養を
図ることを目的として年20日を
限度として与えられる休暇です。
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（5）特別職の報酬等の状況（令和5年4月1日現在）
区分 給料月額等

給
料

区　長 1,157,000円
副区長 924,000円

報
酬

議　長 924,000円
副議長 796,000円
議　員 610,000円

期
末
手
当

区　長 （4年度支給割合）
3.66月分副区長

議　長 （4年度支給割合）
3.66月分副議長

議　員
退
職
手
当

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）
区　長 給料月額×500／100×勤続年数 23,140,000円 （任期毎）
副区長 給料月額×340／100×勤続年数 12,566,400円 （任期毎）

※ 退職手当の「1期の手当
額」は、令和5年4月1日
現在の給料月額および
支給率に基づき、1期

（4年＝48月）勤めた場
合における退職手当の
見込額です。

（6）職員数の状況
部門別職員数の状況と主な増減理由
 区分
部門 

職員数　※1 対前年
増減数 主な増減理由令和5年 令和4年

一般行政部門

議会 15人 14人 1人 過員配置
総務 448人 444人 4人 業務増
税務 100人 99人 1人 過員配置
民生 1,064人 1,047人 17人 業務増
衛生 390人 394人 △4人 事務の民間等委託
労働 3人 3人 0人
商工 25人 25人 0人
土木 248人 250人 △2人 事務の民間等委託
小計 2,293人 2,276人 17人

特別行政部門 教育 244人 250人 △6人 事務の民間等委託
公営企業等
会計部門

その他
※2 107人 106人 1人 過員配置

合計　※3 2,644人
［2,970］

2,632人
［2,970］

12人
［0］

※1　 職員数は一般職に属する
職員数であり、地方公務
員の身分を有する休職者
および公社等への派遣職
員（特別区人事・厚生事務
組合、特別区競馬組合、
東京二十三区清掃一部事
務組合、東京都後期高齢
者医療広域連合、他の地
方公共団体を除く。）を含
み、暫定再任用短時間勤
務職員、会計年度任用職
員を除いています。

※2　 公営企業等会計部門の
「その他」は、国民健康保
険事業・介護保険事業等
です。

※3　 ［　］内は、条例定数の合
計です。4　職員の勤務時間等の状況

（1）職員の正規の勤務時間（一般的なもの）
1週間の勤務時間 1日の勤務時間 開始時刻 終了時刻

38時間45分 7時間45分 午前8時30分 午後5時15分

職員区分 取得期間 平均取得日数
一般職員 令和4年4月1日から令和5年3月31日 17.1日
幼稚園教育職員 令和4年4月1日から令和5年3月31日 10.9日

区分 介護休暇取得者
男子職員 2人
女子職員 4人

計 6人

区分 一般職員 幼稚園教育職員
降任 0人 0人
免職 0人 0人
休職 28人 0人
降給 0人 0人
計 28人 0人

※前年度より引き続き休職中の者を含む。

区分 一般職員 幼稚園教育職員
戒告 2人 0人
減給 0人 0人
停職 2人 0人
免職 1人 0人
計 5人 0人

7　職員の福利厚生制度の状況
　職員の福利厚生制度については、地方公務員法、地方公務員等共済組合法で事業内容がほぼ定められてい
る「法定事業」と、事業主として実施している「法定外事業」とに分けられています。

区分 事業内容

法　定
共済制度 東京都職員共済組合 職員の健康保険や年金等
公務災害補償制度 職員の公務上の災害または通勤による災害の補償
安全衛生管理 安全管理や健康診断（一部法定外）

法定外
職員寮 職員寮（単身）の設置

互助事業 特別区職員互助組合 23区全体のスケールメリットを生かした団体保険事業等
江東区職員互助会 会員の相互扶助とレクリエーション施設の利用補助等

区分 一般職員
公務災害 23件
通勤災害 6件

計 29件

6　職員の研修実施状況（令和4年度実施分）
研修名 回数 参加人員

江
東
区
研
修

職層研修 52回 1,107人
清掃職員研修 6回 285人
任期付職員研修 1回 1人
実務研修 20回 311人
特別研修 16回 421人
講演会・その他 6回 106人
派遣研修 167回 306人
職場内研修 34回 900人
自己啓発助成制度 25人

江東区研修合計 302回 3,462人

特
別
区
職
員

研
修
所
研
修

職層研修 53回 366人
清掃研修 7回 10人
専門研修 56回 162人
児童相談所関連研修 11回 40人
ステップアップ研修 38回 133人
自治体経営研修 4回 37人
サポート研修 26回 92人
調査研究 9回 43人
連携講座 5回 25人

特別区職員研修所研修合計 209回 908人
第五ブロック（墨田、江東、足立、葛飾、江戸川）合同研修 1回 7人
その他の機関（国、東京都、その他）が実施する研修 42回 73人
幼稚園教育職員に係る研修（江東区・東京都実施）※参加人員は保育士を含む。 8回 527人
幼稚園教育職員に係る研修（特別区人事・厚生事務組合教育委員会実施） 8回 19人
総合計 570回 4,996人


